
   留萌市総合計画策定市民会議設置要綱 

 （設置） 

第１条 総合的かつ計画的な市政運営の最上位の計画となる第７次の総合的な計画

（以下「総合計画」という。）の策定に当たり、これからの本市のまちづくりのた

め、市民と行政が情報を共有し、協働で策定作業に取り組み、互いに満足度と実

施意欲の高い成果が得られることを目的として、留萌市総合計画策定市民会議（以

下「市民会議」という。）を設置する。 

 （所掌事項） 

第２条 市民会議は、総合計画の策定に当たり、目指すまちの姿及びその実現に向

けての方向性等について、市民の視点から調査、審議及び議論を行い、市民会議

としての意見を取りまとめ、市長に提言するものとする。 

 （委員） 

第３条 市民会議の委員（以下「委員」という。）は、市長が委嘱する。 

２ 委員の定数は、１０名以内とする。 

３ 委員の構成に当たっては、次の各号に掲げる要素に配慮するものとする。 

 ⑴ 性別 女性委員が４０パーセント以上となるよう努めること。 

 ⑵ 年代 若年層（１８歳以上３９歳以下）、中年層（４０歳以上６４歳以下）及

び高齢層（６５歳以上）の３層の割合が均等となるよう努めること。 

 ⑶ 職業 会社員、自営業、農業、主婦等の多様性に配慮すること。 

 ⑷ 地域 市内各地域からの参加を確保するよう努めること。 

 ⑸ その他 障害者、外国人等の参加を確保するよう努めること。 

４ 委員は、無報酬とする。 

５ 市民会議は、第７次総合計画策定をもって解散する。 

 （組織） 

第４条 市民会議に座長及び副座長を各１名置く。 

２ 座長は、委員の互選により選任する。 

３ 座長は、市民会議を代表し、会務を総理する。 

４ 副座長は、委員の中から座長が指名し、委員の同意を得て選任する。 

５ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 市民会議の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じて座長が招集する。 

２ 座長は、会議の議長となる。 



３ 会議は、自主的な会議運営を基本とし、総合計画の策定及びこれからのまちづ

くりに関し、委員相互の自由な発言を尊重するとともに、意見を述べる機会の公

平性に配慮するものとする。 

４ 座長は、必要があると認めるときは、会議に関係者を出席させ、その意見若し

くは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。この場合において、出

席させることができる関係者は、次に掲げる者とする。 

 ⑴ 学識経験者（大学教授、研究機関の研究員等） 

 ⑵ 市民団体、ＮＰＯ、企業等の代表者 

 ⑶ 市職員（各部局の課長等） 

 ⑷ その他座長が必要と認める者 

５ 会議は、原則として公開するものとする。ただし、個人情報の保護の観点等か

ら非公開とすべき事項がある場合は、この限りでない。 

６ 会議の公開は、次に掲げる方法により行うものとする。 

 ⑴ 傍聴希望者の事前の申込みを不要とし、会場の収容範囲内で傍聴を認めるこ

と。 

 ⑵ 会議資料は、市のウェブサイトで公開すること。 

 ⑶ 会議の議事録は、会議開催後３０日以内に市のウェブサイトで公開すること。 

７ 会議における録音及び撮影は、座長の許可を得なければならない。ただし、事

務局が議事録作成のために行う場合は、この限りでない。 

 （分科会） 

第６条 市民会議は、必要に応じて分科会を設置することができる。 

２ 分科会は、特定のテーマについて、より詳細な議論を行うものとする。 

３ 分科会における議論の結果は、市民会議に報告するものとする。 

４ 分科会の座長は、市民会議の座長と協議の上、決定するものとする。 

 （事務局） 

第７条 市民会議の事務局は、総務部政策調整課に置く。 

２ 事務局は、次に掲げる業務を行う。 

 ⑴ 会議の企画及び運営 

 ⑵ 会議資料の作成及び配布 

 ⑶ 会議の記録及び議事録の作成 

 ⑷ 委員との連絡調整 

 ⑸ 市民会議からの提言の内容の庁内周知及び反映状況の管理 

 ⑹ 市民向けの情報発信（ウェブサイト等） 



 （市の役割） 

第８条 市の役割は、次のとおりとする。 

 ⑴ 必要に応じて市の施策及び事業等に係る情報を提供すること。 

 ⑵ 市民会議の求めに応じて、関係者の派遣に努めること。 

 ⑶ 市民会議からの提言について、総合計画への反映に努めること。 

 ⑷ 総合計画案の公表時に、市民会議からの提言の反映状況について、市民に対

して説明すること。 

 （提言書の作成及び提出） 

第９条 市民会議は、次の各号に掲げる内容を含む提言書を作成し、市長に提出す

るものとする。 

 ⑴ 第６次総合計画の検証の結果 

 ⑵ 第７次総合計画の基本的方向性 

 ⑶ 目指すべきまちの姿 

 ⑷ 重点的に取り組むべき施策 

 ⑸ 成果指標の提案 

２ 提言書は、全委員の合意を原則とするが、合意が得られない場合は、多数意見

及び少数意見を併記することができる。 

 （補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、市民会議の運営に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和８年５月１９日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和８年７月１日から施行する。 

 


